
【資料２】

「水防災意識社会　再構築ビジョン」に基づく
　　　　　阿賀川流域減災に係る各機関の取組について



○概ね５年で実施する取組

具体的な取組

１．ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

　・築堤
　・河道掘削
　・侵食対策
　・浸透対策

24,25,
26

引き続き
実施

○ ○

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①新技術を活用した水防
資機材の検討及び配備

19,20
引き続き

実施
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

②円滑な避難活動や水防
活動を支援するため、
CCTVカメラ、簡易水位計
や量水標等の設置

13,16
H28年度

から順次整備
○

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

①リアルタイムの情報提供
やプッシュ型情 報の発信
など防災情報の充実

9,10,
11,12,

13

引き続き
実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 活用

②避難勧告等の発令に着
目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証
と改善

3,8 順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑤参加市町村による広域
避難計画の策定及び支援

4,5
平成28年度

から順次実施
○ ○ ○ ○ ○ ○

⑥広域的な避難計画等を
反映した新たな洪水ハザー
ドマップの策定・周知

4,5,
6

H28年度
から順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 活用

⑦水位予測の検討及び精
度の向上

2
H28年度
から検討

○

⑧気象情報発信時の「危険
度の色分け」や「警報級の
現象」等の改善

13
H29年度
から実施

○ 活用

○

湯川村
会津美里

町

③想定最大規模も含めた
破堤点別浸水想定区域
図、 家屋倒壊等氾濫想定
区域の公表（浸水ナビ等に
よる公表）

4,5,
6

H28年度
から順次実施

○ ○

福島県
福島地方
気象台

会津若松
市

喜多方市
会津坂下

町
事項

具体的な取組の柱
課題の
対応

④立ち退き避難が必要な
区域及び避難方法の検討

4,5,
6,8,
14

○ ○

地域住民

H28年度
から順次実施

○ ○ ○○

目標時期
実施する機関

北陸地整

活用

○概ね５年で実施する取組

具体的な取組
湯川村

会津美里
町

福島県
福島地方
気象台

会津若松
市

喜多方市
会津坂下

町
事項

具体的な取組の柱
課題の
対応

地域住民目標時期
実施する機関

北陸地整

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

①自治会や地域住民が参
加した洪水に対するリスク
の高い箇所の共同点検の
実施

1
順次毎年

実施
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

②小中学校等における水
災害教育を実施

1
引き続き

実施
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

③出前講座等を活用し、水
防災等に関する説明会を
開催

1,15
引き続き

実施
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

④まるごとまちごとハザード
マップを整備

4,6,
12

順次実施 ○ 活用

⑤効果的な「水防災意識社
会」の再構築に役立つ広報
や資料を作成・配布

7,11,
12

Ｈ28年度
から順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 活用

⑥住民の防災意識を高め、
地域の防災力の向上を図
るための自主防災組織の
充実

14
引き続き

実施
○ ○ ○ ○ ○ 参加

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

①水防団等への連絡体制
の確認と首長も参加した実
践的な情報伝達訓練の実
施

17
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

②自治体関係機関や水防
団が参加した洪水に対する
リスクの高い箇所の合同巡
視の実施

16,17
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③毎年、関係機関が連携し
た水防実働訓練等を実施

19,20
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

④水防活動の担い手となる
水防団・水防協力団体の募
集・指定を促進

18,20
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ 参加

⑤国・県・自治体職員等を
対象に、水防技術講習会を
実施

19
引き続き

実施
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑥大規模災害時の復旧活
動の拠点等配置計画の検
討を実施

21
H28年度
から検討

○

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

①要配慮者利用施設によ
る避難確保計画の作成に
向けた支援を実施

14
引き続き

実施
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

②大規模工場等への浸水
リスクの説明と水害対策等
の啓発活動

12
引き続き

実施
○ 活用



○概ね５年で実施する取組

具体的な取組
湯川村

会津美里
町

福島県
福島地方
気象台

会津若松
市

喜多方市
会津坂下

町
事項

具体的な取組の柱
課題の
対応

地域住民目標時期
実施する機関

北陸地整

２．ソフト対策の主な取組　③社会経済活動を取り戻すための排水活動及び施設運用の強化

■救援・救助活動の効率化に関する取組

①大規模災害時の救援・救
助活動等支援のための拠
点等配置計画の検討を実
施

5,22
H28年度
から検討

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

①大規模水害を想定した
阿賀川排水計画（案）の検
討を実施

22,23
H28年度
から検討

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

②排水ポンプ車の出動要
請の連絡体制等を整備

23
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③関係機関が連携した排
水実働訓練の実施

24
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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項目事項 内容
課題の
対応

実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期

１．ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

　・築堤
　・河道掘削
　・侵食対策
　・浸透対策
　・洪水調節機能を有する
ダムの施設管理

24,25,
26

・防災拠点等の整備を検討
する。
・洪水を安全に流すための
ハード対策を推進する。

引き続き
実施

・洪水を安全に流すための
ハード対策を推進する。

引き続き
実施

H28年度の取組

・長井河道掘削
・宮古・佐野目弱小堤防対
策
・青津・浜崎浸透対策

・湯川、濁川、押切川、田付
川で河道掘削
・溷川で築堤、河道掘削

H29年度の取組

・長井河道掘削
・宮古・佐野目弱小堤防対
策
・青津・浜崎・遠田浸透対策

・湯川、溷川、濁川の河道
掘削
・大塩川、三ノ森川の河床
整正、押切川の伐木

引き続き
実施

H30年度の予定

・長井河道掘削
・宮古・佐野目弱小堤防対
策
・青津・浜崎・遠田浸透対策

・湯川の河道掘削
・濁川、大塩川、押切川、三
の森川の河床整正

引き続き
実施

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①新技術を活用した水防
資機材の検討及び配備

19,20

・水防連絡会にて水防倉庫
の備蓄材などの合同巡視を
実施
・新技術（水のう等）を活用
した資機材等の配備

・引き続
き実施

・H28年
度から検
討

・水防資機材の配備状況の
確認・整備

・引き続
き実施

・河川管理者や水防団と連
携し水防資機材の配備状況
の確認や新技術（水のう等）
整備を検討。

H29年度
から検討

・河川管理者と市・消防本
部・水防団等で資機材を確
認する。
・水防資機材の種類や数量
を検討する。

H29年度
から検討

・河川管理者と町・消防本
部・水防団等で資機材を確
認する。
・水防資機材の種類や数量
を検討する。

H28年度
から検討

・河川管理者と町・消防本
部・水防団（消防団）等で資
機材を確認する。
・水防資機材の種類や数量
を検討する。

H29年度
から検討

・水防資機材の種類や数量
を確認し、必要なものにつ
いては整備を行う。

H28年度
から検討

H28年度の取組

・水防連絡会として水防倉
庫の備蓄材などの合同巡視
を実施(塩川水防倉庫)
（6/14）

・水防資機材の配備状況の
確認・整備

・水防資機材の配備状況の
確認

・水防連絡会として水防倉
庫の備蓄材などの合同巡視
を実施(塩川総合支所水防
倉庫)（6/14）
・土のうステーションを設置
（旧喜多方市2ヶ所、各支所
1ヶ所ずつ）
各ステーションに100袋備蓄

・使用資機材の補充 ・水防連絡会として水防倉
庫の備蓄材などの合同巡視
を実施(本郷水防倉庫)
（6/8）

・土のう袋の購入を実施

H29年度の取組

・水防連絡会にて水防倉庫
の備蓄材などの合同巡視を
実施（東神指水防倉庫6/30,
塩川水防倉庫6/23）

・水防資機材の配備状況の
確認・整備

引き続き
実施

・水防資機材の配備状況の
確認

・UV土のう袋を購入し土の
うを補充
・シート張工用のブルーシー
ト、単管パイプを購入

４月 ・使用資機材の補充 ・水防資機材の種類や数量
を検討する

・引き続き必要な資機材の
整備補充を予定。

H29年度
末に予
定。

H30年度の予定

・水防連絡会にて水防倉庫
の備蓄材などの合同巡視を
実施

・水防資機材の配備状況の
確認・整備

引き続き
実施

・水のう整備を検討 ・河川管理者と市・消防本
部・水防団等で資機材を確
認する。
・水防資機材の種類や数量
を検討する。
・ＵＶ土のう袋購入

・使用資機材の補充 ・水防資機材を確認し、種
類や数量を検討する

・引き続き必要な資機材の
整備補充を予定。

②円滑な避難活動や水防
活動を支援するため、
CCTVカメラ、簡易水位計
や量水標等の設置

13,16

・簡易水位計の設置
・ＣＣＴＶカメラの設置

H28年度
から順次
整備

H28年度の取組

・H27簡易水位計設置済
（R29k)
・ＣＣＴＶカメラ２基設置（雨
屋、間宮）（全４４基）

H29年度の取組

H30年度の予定
危険箇所等に新たに危機
管理型水位計を設置予定

会津若松市 会津坂下町喜多方市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
北陸地整 湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台
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会津若松市 会津坂下町喜多方市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
北陸地整 湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する事項

①リアルタイムの情報提供
やプッシュ型情報の発信な
ど防災情報の充実

9,10,
11,12,

13

・川の防災情報システムの
改良及びスマートフォンを活
用した情報発信
・プッシュ型の洪水予報等
の情報発信

順次
実施

・県のＨＰにて、河川水位、
雨量情報等を発信

引き続き
実施

・気象警報・注意報を発表
し、防災情報提供システム
等により現象ごとに警戒期
間、注意期間、ピーク時間
帯、雨量などの予想最大値
を周知
・必要に応じて、自治体に情
報伝達（ホットライン）を実施

引き続き
実施

・登録制である市民向け防
災メールについて、更なる
普及のため周知・広報を実
施する。

 ・危険箇所 の範囲 や避難所
 の位置 を分 かりやすく表示
 する防災 アプリについて開
発 を予定。

引き続き
実施

H28年度
から開発
予定

・防災行政無線やコミュニ
ティーFMを使用し住民への
周知を行う。
　また、V－Lowマルチメディ
ア放送の導入に併せ、防災
情報の伝達手段として検討
していく。

H28年度
から検討

・防災行政無線（同報系）を
利用して洪水時のダム放流
情報や水位情報等を分かり
やすく伝える。

H28年度
から検討

・登録制メールについて、更
なる普及のため周知・広報
を実施する。

H29年度
から検討

・既存の登録制メールの普
及周知を図るほか、防災行
政無線の導入について検
討する。

H28年度
から検討

H28年度の取組

・県のＨＰ「河川流域総合情
報システム」にて、河川水
位、雨量情報等を発信

・防災気象情報改善に関す
る説明の実施及び試験配
信の実施
・新たな指数を活用した大
雨警報（浸水害）及び洪水
警報の改善（基準の見直
し）

・防災メール登録人数を増
加させ有効に使用

引き続き
実施

・実施計画策定 ・分かりやすい広報に努め
る

・町広報誌に繰り返し掲載
や、防災に関する説明会時
に周知。現在約570人登録

・登録制メール約１００人登
録

H29年度の取組

・プッシュ型の洪水予報等
の情報発信
・広報による周知

H29.5か
ら実施

・県のＨＰ「河川流域総合情
報システム」にて、河川水
位、雨量情報等を発信

引き続き
実施

・表面雨量指数を活用した
大雨警報（浸水害）及び精
緻化された流域雨量指数等
を用いた洪水警報の運用開
始（H29.7）
・必要に応じて、自治体に情
報伝達（ホットライン）を実施

出水期前
を予定

 ・市 のまちづくりアプリ内 で
 の防災機能 の開発
・防災メールの周知活動継
続

引き続き
実施

・Ｖ－Lowマルチメディア放
送による防災情報の伝達手
段について検討中。

・分かりやすい広報に努め
る

・町広報誌に繰り返し掲載
や、防災に関する説明会時
に周知。現在約678人登録

・登録制メールについては、
広報誌に定期的に掲載し、
周知を図る。防災行政無線
については、導入について
検討する。

Ｈ29.8か
ら実施

H30年度の予定

・プッシュ型の洪水予報等
の情報発信
・広報による周知

・県のＨＰ「河川流域総合情
報システム」にて、河川水
位、雨量情報等を発信

引き続き
実施

・大雨警報・洪水警報基準
の見直しの検討等
・必要に応じて、自治体に情
報伝達（ホットライン）を実施
する

 ・市 のまちづくりアプリ内 で
 の防災機能 の開発
・防災メールの周知活動継
続

・防災行政無線やコミュニ
ティーFMを使用し住民への
周知を行う。
　また、V－Lowマルチメディ
ア放送の導入に併せ、防災
情報の伝達手段として検討
していく。

・適切な情報をわかりやすく
迅速な広報に努める。

・周知活動を継続し、登録
者を増やす。

・登録制メールについては、
引き続き、広報誌への掲載
して周知を図る。防災行政
無線については、実施設計
に着手する。

②避難勧告等の発令に着
目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証
と改善

3,8

・出水後におけるタイムライ
ンの検証と改善
・市町村のタイムライン策定
に係る支援を行う
・必要に応じて、水位情報
等の提供など

順次実施 ・市町村が作成するタイムラ
インに必要な水位情報等の
提供など

順次実施 ・市町村のタイムライン策定
に係る支援を行う

・ホットラインのタイミングや
庁内の体制などについて、
河川事務所、県と連携をと
りつつタイムラインを改善。

順次実施 ・タイムラインの策定を行
う。

H29年度
から実施

・防災会議において、避難
行動計画等の改訂等をふま
え、タイムラインの整備を行
う。

H28年度
から実施

・タイムラインを盛り込んで
いる避難勧告等の判断・伝
達マニュアルの改正

H29年度
から実施

・防災計画の修正に併せ
て、整備する。

H28年度
から検討

H28年度の状況

・9/7タイムライン作業部会
（勉強会）開催
・11月各市町村毎にタイム
ライン策定打合実施

・今年度出水なし ・市町村の要請により、タイ
ムライン検討会等への職員
の派遣

・土砂災害についても検討
中

順次実施 ・3月（案）を作成 ・H28年8月25日内部決裁仮
運用
・H29年3月16日防災会議で
審議予定

・避難勧告等の判断・伝達
マニュアルを作成し、その中
にタイムラインを盛り込ん
だ。

・H29.2月に案を作成。

H29年度の取組

・出水後におけるタイムライ
ンの検証と改善

・出水時に適切な情報提供
を行う。（土木部）
・市町村の避難判断の基準
策定を支援している。（危機
管理部）

引き続き
実施

・市町村タイムライン検討会
等への職員を派遣するなど
タイムライン策定を支援す
る。
・地域防災計画修正等支援
（福島市等7市町村）
【H29年度実施】

・国、県等の関係機関と連
携しホットラインのタイミング
や庁内の体制等についてタ
イムラインを検証・改善

・H29年度試験運用、修正、
正式決定

・随時見直しを行う ・タイムラインを含めた避難
判断マニュアルの見直しを
行う。

・避難行動マニュアルとセッ
トで策定する。

Ｈ29年度
末に予
定。

H30年度の予定

・出水後におけるタイムライ
ンの検証と改善

・出水時に適切な情報提供
を行う。（土木部）
・平成29年度に引き続き、
市町村の避難判断の基準
策定を支援する。（危機管
理部）

引き続き
実施

・市町村タイムライン検討会
等への職員を派遣するなど
タイムライン策定を支援す
る。

・国、県等の関係機関と連
携しホットラインのタイミング
や庁内の体制等についてタ
イムラインを検証・改善

・随時見直しを行う。 ・随時見直しを行う ・随時見直しを行う

H28年度の取組

・阿賀川洪水浸水想定区域
図の策定・公表
・日橋川洪水浸水想定区域
図の策定・公表
・家屋倒壊等氾濫想定区域
図を作成し自治体へ提供

H29年度の取組

・想定最大規模降雨の阿賀
川氾濫シミュレーションの公
表
・想定最大規模降雨の日橋
川氾濫シミュレーションの公
表
・湯川洪水浸水想定区域図
の策定・公表

H29実施 ・湯川、古川、宮川について
H29年度から想定最大規模
を含めた浸水想定区域図作
成

H29～30
年度

H30年度の予定
・想定最大規模降雨の湯川
氾濫シミュレーションの公表
予定

・田付川（喜多方市）の浸水
想定区域図作成

H30～31
年度

③想定最大規模も含めた
破堤点別浸水想定区域
図、 家屋倒壊等氾濫 想定
区域の公表（浸水ナビ等に
よる公表）

4,5,
6

・阿賀川洪水浸水想定区域
図の策定・公表
・日橋川洪水浸水想定区域
図の策定・公表
・家屋倒壊等氾濫想定区域
図を作成し自治体へ提供
・想定最大規模降雨の阿賀
川氾濫シミュレーションの公
表
・想定最大規模降雨の日橋
川氾濫シミュレーションの公
表

H28年度
から実施

・想定最大規模も含めた浸
水想定区域図や家屋倒壊
等氾濫想定区域等の公表
を行う。

H29年度
以降検討



阿賀川大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組　3／10

会津若松市 会津坂下町喜多方市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
北陸地整 湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

H28年度の取組

・浸水想定区域の浸水深、
浸水継続時間及び家屋倒
壊危険区域の公表（阿賀
川・日橋川）

・避難等のプランニングマッ
プの運用・拡充

H29年度の取組

・浸水想定区域の浸水深、
浸水継続時間及び家屋倒
壊危険区域の公表（湯川）

・湯川、古川の浸水想定区
域を公表

H29年度
から順次
実施

・H29年度に見直しを行い、
危険区域の住民説明会を
開催。

5月 ・洪水ハザードマップ、磐梯
山火山防災マップの作成に
併せて、確認作業を行っ
た。

・宮川浸水想定区域確定後
避難計画の見直しを行う

・家屋倒壊等氾濫想定区域
等において、丈夫で高い建
物を所有している企業等と
協定を締結する

・ハザードマップ作成に併せ
て、確認作業を行う。

Ｈ29.11か
ら着手

H30年度の予定
・宮川の浸水想定区域を公
表

H29年度
から順次
実施

・危険区域の住民説明会を
開催。

出水期前 ・避難計画の見直し、修正
を行う。

・宮川浸水想定区域確定後
避難計画の見直しを行う。

・ハザードマップ更新に併せ
て確認作業を行う。

・引き続き確認作業を行う。

⑤参加市町村による広域
避難計画の策定及び支援

4,5

・作成に必要な情報の提供
及び策定を支援

H28年度
から順次
実施

・作成に必要な情報の提供
及び策定を支援（県道路管
理課ホームページでの冠水
危険箇所公表など）

引き続き
実施

・作成に必要な情報の提供
及び策定を支援

H28年度
から順次
実施

・隣接する市町村間で、浸
水想定を考慮し、広域避難
体制の整備を行う。

H29年度
以降検討

隣接する市町間で、浸水想
定を考慮し、広域避難体制
の整備を行う。

H29年度
以降検討

隣接する市町間で、浸水想
定を考慮し、広域避難体制
の整備を行う。

H28年度
以降検討

H28年度の取組
・上記のとおり、情報提供を
行っている。

・両沼管内市町村広域連携
協定締結済

H29年度の取組
・作成に必要な情報の提供
及び策定を支援

・引き続き情報提供を行う。 引き続き
実施

・引き続き情報提供等支援
を行う。

・浸水想定の見直しを踏ま
えて近隣市町村との協議を
検討

・宮川浸水想定区域確定後
避難計画の見直しを行う

・広域避難体制の整備を検
討する。

Ｈ29年度
末に予
定。

H30年度の予定
・作成に必要な情報の提供
及び策定を支援

・引き続き情報提供を行う。 引き続き
実施

・引き続き情報提供等支援
を行う。

・隣接する市町村間で、浸
水想定を考慮し、広域避難
体制の整備を行う

・引き続き広域避難体制の
整備を検討する。

・浸水想定区域図等の公表
後に立ち退き避難が必要な
区域及び避難方法を検討
する。

H29年度
以降検討

④立ち退き避難が必要な
区域及び避難方法の検討

・浸水想定区域の浸水深、
浸水継続時間及び家屋倒
壊危険区域の情報提供を
行う。

4,5,
6,8,
14

H28年度
から実施

・浸水深、浸水継続時間及
び家屋倒壊危険区域等よ
り、立ち退き避難が必要な
区域を検討する。
・想定最大規模での浸水深
により避難計画の見直し整
理

○広域避難の他に垂直避
難等、柔軟な避難方法の検
討
・家屋倒壊等氾濫想定区域
における頑丈で高い建物等
での屋内安全確保等、柔軟
な避難方法の検討
・避難路、その他の避難経
路の検討

H29年度
以降検討

・想定最大規模での浸水深
及び家屋倒壊危険区域等
により避難計画を見直し、
立ち退き避難が必要な区域
を検討。
・垂直避難等、柔軟な避難
方法の検討。

H29年度
以降検討

・浸水深、浸水継続時間及
び家屋倒壊危険区域等よ
り、立ち退き避難が必要な
区域を検討する。

○広域避難の他に垂直避
難等、柔軟な避難方法の検
討
・家屋倒壊等氾濫想定区域
における頑丈で高い建物等
での屋内安全確保等、柔軟
な避難方法の検討
・避難路、その他の避難経
路の検討

H29年度
以降検討

・避難所ごとに水害時の浸
水深や避難の可否につい
て確認を行う。

H28年度
以降検討

・浸水想定区域の浸水深、
浸水継続時間及び家屋倒
壊危険区域の情報提供を
行う。

H29年度
以降検討



阿賀川大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組　4／10

会津若松市 会津坂下町喜多方市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
北陸地整 湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台

⑥広域的な避難計画等を
反映した新たな洪水ハザー
ドマップの策定・周知

4,5,
6

・ハザードマップポータルサ
イトの周知と活用を促進

H28年度
から実施

・水位周知河川である湯川・
宮川・田付川の３河川につ
いて、想定最大規模での浸
水想定区域図等の作成を
行う。

H29年度
以降実施

・想定最大規模での浸水深
等に対応したハザードマッ
プの見直しを行う。

H29年度
以降検討

・洪水ハザードマップの見直
しを行い、該当地区の世帯
全へ配布により周知する。

H29年度
以降検討

・防災マップを全戸配布した
ものの、生かされていない
点が見受けられるので、周
知・徹底を図る。

H28年度
以降検討

・洪水・土砂災害ハザード
マップの見直しを行い、全戸
配布により周知する。

H29年度
以降検討

・新たな浸水想定区域に対
応した洪水ハザードマップ
の策定と住民への周知・広
報を実施する。

H28年度
以降検討

H28年度の取組

ハザードマップポータルサイ
トに阿賀川・日橋川の浸水
想定区域図を掲載

H28実施 ・改定済み ・磐梯山火山泥流被害を想
定した火山ハザードマップを
関係市町村と協同で策定し
た。

H29年度の取組

ハザードマップポータルサイ
トに湯川の浸水想定区域図
を追加掲載

H29実施 ・湯川、古川、宮川について
想定最大規模の浸水想定
区域図の作成を行う

H29～30
年度

・日橋川及び阿賀川の最大
浸水想定区域図をもとにハ
ザードマップを作成、全戸配
付

9月 ・日橋川及び阿賀川の最大
浸水想定区域図をもとにハ
ザードマップを作成。
・磐梯山火山泥流災害に伴
う防災マップを作成。
・浸水区域内の地区に対し
マップの配布と住民説明会
を実施。

９、１０月 ・県宮川等を含め想定最大
はH33

・ハザードマップ見直しを行
う（県区間の想定最大での
浸水想定区域が完成後再
改定予定）

・磐梯山火山泥流災害も含
めたハザードマップの見直
しを行う（県区間の想定最
大での浸水想定区域が完
成後再改定予定）

Ｈ29.11か
ら着手

H30年度の予定

策定されたハザードマップ
はハザードマップポータル
サイトに掲載を促す

・田付川について想定最大
規模の浸水想定区域図の
作成を行う

H30～31
年度

・継続して住民への周知を
図る。

・継続して住民への周知を
図る。

・想定最大の浸水想定区域
が完成後改訂予定

・町広報誌に繰り返し掲載
や、防災に関する説明会時
に周知。現在約570人登録

・完成したハザードマップの
配布に併せて住民説明会
開催する。

⑦水位予測の検討及び精
度の向上

2

・現状予測期間（～3時間）
・更に数時間（4～6時間程
度）先も含め水位予測の精
度向上の検討・システム改
良を行う。

H28年度
から検討

H28年度の取組
・H27にシステム改良し精度
向上を行っている

H29年度の取組 ・利用継続
H30年度の予定 ・利用継続

⑧気象情報発信時の「危険
度の色分け」や「警報級の
現象」等の改善

13

・警報等における危険度の
色分け表示
・「警報級の現象になる可能
性」の情報提供
・メッシュ情報の充実化

H29年度
出水期か
ら実施

H28年度の取組

・危険度レベルの設定
・「警報級の可能性」「危険
度を色分けした時系列」の
試行（防災情報提供システ
ムにより全市町村へ提供済
み）

3月中

H29年度の取組

・浸水・洪水の危険度を色
分けしたメッシュ情報の配
信及び気象庁HPでの提供
（H29.7）
・「警報級の可能性」「危険
度を色分けした時系列」の
正式運用及び気象庁HPで
の提供（H29.5)

出水期前
を予定

H30年度の予定

・浸水・洪水の危険度を色
分けしたメッシュ情報等の
利活用の促進

通年
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会津若松市 会津坂下町喜多方市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
北陸地整 湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

①自治会や地域住民が参
加した洪水に対するリスク
の高い箇所の共同点検の
実施

1

・重要水防箇所等の共同点
検を実施

順次
毎年実施

・出水期前に自治会や地域
住民と重要水防箇所の共同
点検を実施

今後検討 ・河川管理者と自治会や地
域住民で重要水防箇所等
の共同点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と地域住民等
で重要水防箇所等の共同
点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と地域住民等
で重要水防箇所等の共同
点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と地域住民等
で重要水防箇所等の共同
点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と自治会や地
域住民で重要水防箇所等
の共同点検を実施する。

順次
毎年実施

H28年度の取組

・点検実施

H29年度の取組
・点検実施 ・点検実施 ・河川管理者と自治会や地

域住民との重要水防箇所等
の共同点検の実施を検討

・河川管理者と自治会や地
域住民との重要水防箇所等
の共同点検の実施を検討

H29年度
から検討

H30年度の予定

自治会・地域住民も参加す
る共同点検の実施を検討

・取組を引き続き実施 ・河川管理者と自治会や地
域住民との重要水防箇所等
の共同点検の実施を検討。

・河川管理者と地域住民等
との重要水防箇所等の共同
点検の実施を検討。

・点検実施 ・河川管理者と自治会や地
域住民との重要水防箇所等
の共同点検の実施を検討
する。

・引き続き、河川管理者と自
治会や地域住民との重要水
防箇所等の共同点検の実
施を検討する。

②小中学校等における水
災害教育を実施

1

・市町村の要請により、出前
講座等を積極的に行ってい
く。

引き続き
実施

・小中学校からの要請によ
り、出前講座等を積極的に
行っていく。

引き続き
実施

・国土交通省関連機関との
連携による学校防災教育へ
の取り組み
・日本赤十字社と連携した
学校防災教育への取り組み

H28年度
から実施

引き続き
実施

・防災に関する体験学習や
出前講話などを行ってくれ
る組織と連携し、小中学校
等の防災学習を促進する。

引き続き
実施

・小中学校で防災教育を実
施している。

引き続き
実施

・小中学校で防災教育を実
施している。

引き続き
実施

・小中学校で水難事故に関
する教育を実施している。

引き続き
実施

・小中学校での防災教育を
推進していく。

H28年度
から検討

H28年度の取組

・小学校等による水生生物
調査実施時に水防災説明も
実施している。（16団体577
名）

・会津若松管内の9校の小
中学校で出前講座を実施
・喜多方管内で喜多方市4
回、磐梯町1回、猪苗代町1
回出前講座を実施
・猪苗代町吾妻中学校で水
防工法体験学習（出前講
座）を実施

（・東北地方整備局福島河
川国道事務所等と小学校理
科授業支援用資料を作成）
・気象庁ワークショップ等を
通じた防災教育を支援

（10月） ・福島県による市内小学校
出前講座に参加。

11月 ・防災訓練参加及び幼稚園
保育所防災講習会の開催

H29年度の取組

・小学校等による水生生物
調査実施時に水防災説明も
実施している。（16団体758
名）

・小中学校等で出前講座を
実施
※出前講座の実施数
県北：18校、県中：10校、県
南：9校、会津若松：3校、喜
多方：3校、南会津：8校、相
双：2校、いわき：8校　計61
校

引き続き
実施

・H29年5月に日本赤十字社
と連携し、教員を対象、H30
年２月にはいわき市で防災
指導者養成講座として気象
庁ワークショップを開催し
た。

・防災訓練参加 ・防災講話を実施した。 ・小中学校での防災教育を
推進していく。

H29年度
から検討

H30年度の予定

・会津若松市危機管理課か
ら教育委員会担当者を照会
してもらい、支援実施校の
推薦、水防教育の支援を実
施。

・取り組みを引き続き実施 引き続き
実施

・気象庁ワークショップ等を
通じた防災教育を支援

・学校や各種団体で防災教
育を行う。

・出前講座の利用を検討す
る。
・市防災訓練への参加を検
討する。

・防災訓練 ・関係機関と連携し出前講
座等を利用し実施を検討す
る。
・防災訓練への参加を検討
する。

・小中学校での防災教育を
推進していく。

③出前講座等を活用し、水
防災等に関する説明会を
開催

1,15

・市町村の要請により、出前
講座等を積極的に行ってい
く。

引き続き
実施

・市町村の要請により、出前
講座等を積極的に行ってい
く。

引き続き
実施

・市町村及び関係機関等の
要請により、自主防災組織
リーダー研修等への講師派
遣

引き続き
実施

・出前講座等を活用し、要
望に基づき水防災害等に関
する説明を実施

引き続き
実施

・ハザードマップ作成の際に
説明会を実施

H29年度
以降実施

・防災士の方々にご協力を
得ながら、地域での防災研
修会等の開催や地域づくり
協議会内での防災意識の
高揚を図る

H28年度
以降実施

・水防に関しての出前講座
メニューを検討し、実施す
る。

H29年度
以降実施

・ハザードマップ作成の際に
説明会を実施

H28年度
以降検討

H28年度の取組

・会津若松市北会津公民館
で出前講座を実施（6/3）

・防災セミナー（1/29会津若
松市河東公民館参加者40
人）
・防災士養成フォローアップ
事業（1/28会津若松市参加
者24人）
・防災出前講座（5/26喜多
方市耶麻郡連合神社総代
会25人）
・会津若松管内の9校の小
中学校で出前講座を実施
・喜多方管内で喜多方市4
回、磐梯町1回、猪苗代町1
回出前講座を実施
・自主防災活動促進事業
（11/20喜多方市本林防災
会参加者30人）

・県自主防災組織リーダー
研修会への講師派遣
(12/17.18)
その他自治体等からの要請
による講師派遣を実施

・高齢者施設、介護福祉関
連団体、自治会等を対象に
実施

通年 ・各地区で防災フェスティバ
ルを開催

H29年度の取組

・防災出前講座を実施
(10/27喜多方地方消防防
災協会)
・防災士養成フォローアップ
研修として、会津若松市で
防災士向けの研修を実施
（2/25予定)

・市町村等の要請を受けて
研修会等への講師派遣等
を予定

・出前講座等を活用し、水
災害等に関する説明を実施

引き続き
実施

・自主防災組織の訓練の中
で、水害についての説明会
を実施。

・各地区で防災フェスティバ
ルを開催依頼

・防災に関する出前講座に
水防の内容を盛り込み実施
した。

・ハザードマップを作成した
際に説明会を開催する。

未実施

H30年度の予定

・防災出前講座を実施 ・市町村等の要請を受けて
研修会等への講師派遣等
を予定

・高齢者施設、介護福祉関
連団体、自治会等を対象に
実施

・出前講座の利用を検討す
る。

・各地区で防災フェスティば
るを開催

・引き続き実施していく。 ・完成したハザードマップの
配布に併せて住民説明会
開催する。
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会津若松市 会津坂下町喜多方市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
北陸地整 湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台

④まるごとまちごとハザード
マップを整備

4,6,
12

・市町村が作成するまるごと
まちごとハザードマップへの
情報提供

順次実施

H28年度の取組
H29年度の取組
H30年度の予定

⑤効果的な「水防災意識社
会」の再構築に役立つ広報
や資料を作成・配布

7,11,
12

「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配布

H28年度
から実施

・洪水時の情報収集や避難
の判断基準等を一般住民
に理解してもらえる家庭向
けのチラシを作成し、ホーム
ページで公表
・チラシを市町村等へ配布

今後検討 関係機関と連携して「水防
災意識社会」の再構築に役
立つ広報や資料を作成・配
布

H29年度
から実施

「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・ホームページで公表

H28年度
から順次
実施

「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配布

H29年度
から検討

「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配布

H29年度
から検討

「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配布

H29年度
から検討

「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配布

H28年度
以降検討

H28年度の取組

・協議会等における資料提
供及び解説

・地元ＦＭラジオで水災害に
ついて広報
・自主防災組織による土砂
災害避難訓練の際に防災
チラシを作成・配付

５月

１１月

H29年度の取組

・来年度以降検討
・「そなえるふくしま」配布

・お天気フェア等の広報行
事における水防災に関する
防災気象情報のチラシ等の
配布
・H29年11月に防災気象講

9月 ・出水期に合わせ広報誌等
により広報

9月 ・出水期に合わせ水防に関
する広報

・出水期に合わせ広報誌等
により広報

・「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配布を検討する。

H29年度から
検討

H30年度の予定

・来年度以降検討 ・お天気フェア等の広報行
事における水防災に関する
防災気象情報のチラシ等の
配布
・市町村訪問等の機会を捉

9月頃 ・出水期に合わせ広報誌等
により広報

・「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料の
作成・配布を検討する。

・出水期に合わせ水防に関
する広報

・出水期に合わせ広報誌等
により広報

・引き続き、検討する。

⑥住民の防災意識を高め、
地域の防災力の向上を図
るための自主防災組織の
充実

14

・自主防災組織率が低いた
め、引続き設立の支援を行
う。
・防災意識を高めるため出
前講座の実施、防災訓練へ
の参加を促進。
・自主防災の啓発や防災組
織設立の支援と設立後の支
援を実施。

引き続き
実施

・自主防災のあり方、役割
の（再）啓発を実施
・大規模災害時の避難住民
の誘導や被災者の救援等
の協力が期待されるため、
自主防災組織の育成・強化
（組織率の向上や組織の実
効性）を行う。
・実際の災害時に機能する
よう実践的な研修・訓練の
実施

H29年度
から順次
実施

・自主防災のあり方、役割
の（再）啓発を実施
・大規模災害時の避難住民
の誘導や被災者の救援等
の協力が期待されるため、
自主防災組織の育成・強化
（組織率の向上や組織の実
効性）を行う。
・実際の災害時に機能する
よう実践的な研修・訓練の
実施

H28年度
から順次
実施

・自主防災のあり方、役割
の（再）啓発を実施
・大規模災害時の避難住民
の誘導や被災者の救援等
の協力が期待されるため、
自主防災組織の育成・強化
（組織率の向上や組織の実
効性）を行う。
・実際の災害時に機能する
よう実践的な研修・訓練の
実施

H29年度
から順次
実施

・自主防災組織を立ち上
げ、地域の防災力の向上を
図る。

H28年度
以降検討

H28年度の取組

・自主防災活動促進事業
（11/20喜多方市本林防災
会参加者30人）

・新規設立　４組織
・補助金申請　26組織

・組織結成マニュアルを
作成
・防災フェスティバルで
防災マップの周知、講演
会の実施

・新規設立を促すために各
地区で説明会を行った。新
規設立4団体。計11組織

H29年度の取組

・自主防災活動促進事業
（7/11会津若松地方広域婦
人消防隊連絡協議会21名、
7/15坂下地区地域づくり協
議会20名）

・意識醸成のための情報提
供、広報を実施。町内会に
研修会や勉強会開催を促し
自主防災組織設立への意
識醸成を図る

引き続き
実施

・市防災訓練への参加。
・新規設立　５組織
・補助金申請　31組織
・自主防災組織の訓練時に
地区ごとの避難計画の作成
を提案。
・結成率の低い地区に対
し、住民説明会を実施（塩
川地区）。

９月 ・自主防災組織再構築に
向けて、関係機関に協力
要請

・新規設立２組織
・設立支援補助金申請　３
組織

・自主防災組織を立ち上
げ、地域の防災力の向上を
図る。

H29年度
から検討

H30年度の予定

・自主防災活動促進事業に
より、自主防災組織等の活
動促進を図る。
・地域コミュニティ強化事業
により、地域の防災マップ作
りを支援する。(危機管理部)

・町内会に研修会や勉強会
開催を促し自主防災組織設
立への意識醸成を図る

・市防災訓練への参加。
・未設立の行政区に結成を
呼びかけ、説明会を実施す
る。
・継続して地区ごとの避難
計画の作成を提案する。

・自主防災組織の再構築
に向けて関係機関に協力
要請。

・継続して説明会を実施す
る。すでに設立した団体の
フォローアップを実施する。

・引き続き、自主防災組織
の立ち上げを検討する。
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会津若松市 会津坂下町喜多方市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
北陸地整 湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

①水防団等への連絡体制
の確認と首長も参加した実
践的な情報伝達訓練の実
施

17

・水防連絡会にて連絡体制
の確認を行い、県・市町村と
共同で情報伝達訓練を実施
する。

引き続き
毎年実施

・出水時における連絡体制
の確認
・情報伝達訓練の実施

引き続き
毎年実施

・情報伝達訓練への支援 引き続き
毎年実施

・河川管理者と市、消防本
部、水防団の連絡体制を確
認し、河川管理者が行う情
報伝達訓練に参加する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と市、消防本
部、水防団の連絡体制を確
認し、河川管理者が行う情
報伝達訓練に参加する。

引き続き
毎年実施

・水防連絡会で連絡体制を
確認し、河川管理者が行う
情報伝達訓練に参加する。
・水防団（消防団）への連絡
網の確認する。
・防災訓練をとおし、職員の
非常招集、各関係機関への
情報伝達訓練を実施

引き続き
毎年実施

・水防連絡会で連絡体制を
確認し、河川管理者が行う
情報伝達訓練に参加する。
・防災訓練を通じて、情報伝
達訓練を検討する。

引き続き
毎年実施

・水防連絡会で連絡体制を
確認し、河川管理者が行う
情報伝達訓練に参加する。

引き続き
毎年実施

H28年度の取組

・情報伝達訓練を実施
（5/27）

・出水時における連絡体制
の確認
・情報伝達訓練の実施

各整備局河川事務所等とと
もに洪水予報演習の実施
（５/20.23.24）

5月 ・連絡体制の確認
・情報伝達訓練に参加

５月 ・消防団員用携帯型デジタ
ル簡易無線　68台購入
・平成25年度から年次計画
により購入し、今年度で予
定の434台を購入

・一般業務用無線設備
（移動系携帯無線機108
台）を整備
・職員の安否確認を含
め、緊急通報システム
（一斉メール）を整備

・河川管理者が行う情報伝
達訓練に参加

H29年度の取組

・情報伝達訓練を実施
（5/12）

・出水時における連絡体制
の確認
・情報伝達訓練の実施

引き続き
毎年実施

・H29.5月に洪水予報伝達
演習を実施した。

4月～5月 ・連絡体制の確認
・情報伝達訓練に参加

伝達訓練を実施 ・河川管理者が行う情報伝
達訓練に参加

・水防連絡会で連絡体制を
確認し、河川管理者が行う
情報伝達訓練に参加する。

H29年度
から検討

H30年度の予定

・情報伝達訓練を実施
(4月～5月頃)

・出水時における連絡体制
の確認
・情報伝達訓練の実施

引き続き
毎年実施

各整備局河川事務所等とと
もに洪水予報演習の実施

・連絡体制の確認
・情報伝達訓練に参加

・情報伝達訓練への参加。 ・伝達訓練の実施 ・河川管理者が行う情報伝
達訓練に参加

・・水防連絡会で連絡体制を
確認し、河川管理者が行う
情報伝達訓練に参加する。

②自治体関係機関や水防
団が参加した洪水に対する
リスクの高い箇所の合同巡
視の実施

16,17

・重要水防箇所等の合同巡
視を実施

引き続き
毎年実施

・出水期前に市町村や水防
団等と重要水防箇所の合同
巡視を実施

引き続き
毎年実施

・河川管理者と水防関係機
関による重要水防箇所等の
合同巡視に参加する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と水防関係機
関で重要水防箇所等の合
同巡視を実施する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と水防関係機
関で重要水防箇所等の合
同巡視を実施する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と水防関係機
関で重要水防箇所等の合
同巡視を実施する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と水防関係機
関で重要水防箇所等の合
同巡視を実施する。

引き続き
毎年実施

H28年度の取組

・阿賀川水防連絡会として
上下流に分けて実施
（6/8,14）

・阿賀川水防連絡会として
上下流に分けて実施
（6/8,14）
・出水期前に市町村や水防
団等と重要水防箇所の合同
巡視を実施

・阿賀川水防連絡会として
実施（6/8）
・県と重要水防箇所の合同
巡視を実施

５月

・阿賀川河川事務所及び福
島県と実施

・合同巡視実施 ・水防連絡会及び県と共
に、重要水防箇所等の合同
巡視を実施

水防関係機関との合同パト
ロールに参加した。

H29年度の取組

・阿賀川水防連絡会として
上下流に分けて実施
（6/23,30）

・同上
・出水期前に市町村や水防
団等と重要水防箇所の合同
巡視を実施

引き続き
毎年実施

・重要水防箇所の合同巡視
を実施

・阿賀川河川事務所及び福
島県と重要水防箇所等の合
同パトロールを実施。

６月 ・合同巡視実施 ・阿賀川河川事務所及び福
島県と重要水防箇所等の合
同パトロールを実施。

・河川管理者と水防関係機
関で重要水防箇所等の合
同巡視を実施する。

未実施

H30年度の予定

・引き続き実施 ・同上
・出水期前に市町村や水防
団等と重要水防箇所の合同
巡視を実施

引き続き
毎年実施

・重要水防箇所の合同巡視
を実施

・阿賀川河川事務所及び福
島県と重要水防箇所等の合
同パトロールを実施。

・合同殉死実施 ・阿賀川河川事務所及び福
島県と重要水防箇所等の合
同パトロールを実施。

・河川管理者と水防関係機
関で重要水防箇所等の合
同巡視を実施する。

③毎年、関係機関が連携し
た水防実働訓練等を実施

19,20

・水防管理団体が行う訓練
への参加
・水防工法講習会の支援等
を行う。

引き続き
毎年実施

・水防管理団体が行う訓練
への参加
・水防工法講習会の支援等
を行う。

引き続き
毎年実施

・市町村や関係機関等の要
請により、情報提供等の訓
練への支援

引き続き
実施

・阿賀川での水防実働訓練
への参加。
・毎年実施している防災訓
練の内容を検討する。

引き続き
毎年実施

・水防実働訓練への参加
（阿賀川）
・毎年実施している防災訓
練の内容を検討する。

引き続き
毎年実施

・毎年、出水期前に水防訓
練を実施
・毎年行っている水防訓練
の内容を見直し、実働水防
訓練を検討する。

引き続き
毎年実施

・毎年、出水期前に水防訓
練を実施
・毎年行っている水防訓練
の内容を見直し、実働水防
訓練を検討する。

引き続き
毎年実施

・毎年、出水期前に水防訓
練を実施

引き続き
毎年実施

H28年度の取組

阿賀川水防連絡会として福
島県水防訓練を実施(共
催)(6/5）

・阿賀川水防連絡会と共催
で福島県水防訓練を実施
（6/5）
・会津若松市で総合防災訓
練の実施

・福島県水防訓練への参画 ・県水防実働訓練へ参加。
・県総合防災訓練を市内で
実施・参加

６月から
８月

 ・水防訓練参加 ・出水期前に水防訓練を実
施

・福島県水防訓練に参加し
た。

H29年度の取組

阿賀川水防連絡会として水
防訓練を実施（5/30）

・阿賀川水防訓練に参加
（5/30）
・水防工法技術指導員の派
遣

引き続き
毎年実施

・水防訓練等への参画 ・阿賀川水防訓練に参加(主
催）（5/30）

５月から
８月

・阿賀川水防訓練に参加
（5/30）

・阿賀川水防訓練に参加
（5/30）

・阿賀川水防訓練に参加
（5/30）

・阿賀川水防訓練に参加
（5/30）

Ｈ29．5

H30年度の予定

阿賀川水防連絡会として水
防訓練を実施
（5月予定）

・阿賀川水防訓練に参加予
定
・水防工法技術指導員の派
遣

引き続き
毎年実施

・水防訓練等への参画 ・阿賀川水防訓練に参加(主
催

・関係機関が行う水防訓練
への参加。
・市防災訓練の内容を検討
する。

・阿賀川水防訓練に参加
（5/30）

・関係機関が行う水防訓練
へ参加する。

・引き続き、参加する。
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会津若松市 会津坂下町喜多方市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
北陸地整 湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台

④水防活動の担い手となる
水防団・水防協力団体の募
集・指定を促進

18,20

・水防活動の担い手となる
団員の募集を促進する。

引き続き
毎年実施

・水防活動の担い手となる
水防団員の募集を促進す
る。

引き続き
毎年実施

・水防活動の担い手となる
水防団員（消防団員）の募
集を促進する。

引き続き
毎年実施

・水防活動の担い手となる
水防団員（消防団員）の募
集を促進する。

引き続き
毎年実施

・水防活動の担い手となる
水防団員（消防団）の募集
を促進する。

Ｈ28年度
以降検討

H28年度の取組
・広報誌、地元ＦＭラジオで
広報

・消防団（水防団）応援事業
所登録制度の拡充（29事業
所等が登録）

・消防団員募集に関するポ
スターを各地区に配布し
た。

H29年度の取組
・広報誌、地元ＦＭラジオで
広報

・広報紙により募集。 ・消防団（水防団）応援事業
所登録制度の拡充

・水防活動の担い手となる
水防団員（消防団員）の募
集を促進

・水防活動の担い手となる
水防団員（消防団）の募集
を促進する。

未実施

H30年度の予定
・広報誌、地元ＦＭラジオで
広報

・広報紙により募集。 ・消防団応（水防団）援事業
所登録制度の拡充

・水防活動の担い手となる
水防団員（消防団員）の募
集を促進

・水防活動の担い手となる
水防団員（消防団）の募集
を促進する。

⑤国・県・自治体職員等を
対象に、水防技術講習会を
実施

19

・水防技術講習会に参加 引き続き
実施

・水防技術講習会に参加 引き続き
実施

・水防訓練時に行われる技
術講習会に参加。

引き続き
実施

・水防技術講習会に参加 引き続き
実施

・水防技術講習会に参加 引き続き
実施

・水防技術講習会に参加 引き続き
実施

・水防技術講習会に参加 Ｈ28年度
以降検討

H28年度の取組
・水防訓練時の講習会に参
加。

６月 ・福島県水防訓練時の事前
基礎訓練へ参加

・水防技術講習会に参加

H29年度の取組
・水防技術講習会に参加 引き続き

実施
・水防技術講習会に参加 引き続き

実施
・水防訓練時の技術講習会
に参加。

・水防技術講習会に参加 ・水防技術講習会に参加 ・水防技術講習会に参加す
る。

未参加

H30年度の予定
・水防技術講習会に参加 引き続き

実施
・水防技術講習会に参加 引き続き

実施
・水防訓練時の技術講習会
に参加。

・水防技術講習会に参加 ・水防技術講習会に参加 ・水防技術講習会に参加す
る。

⑥大規模災害時の復旧活
動の拠点等配置計画の検
討を実施

21

・復旧活動の拠点等配置計
画を検討

H28年度
から検討

H28年度の取組
H29年度の取組
H30年度の予定

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

①要配慮者利用施設によ
る避難確保計画の作成に
向けた支援を実施

14

・地域防災計画に定める要
配慮者利用施設による避難
確保計画等の作成を行おう
とする際の技術的な助言を
行う

引き続き
実施

・要配慮者利用施設による
避難確保計画等の作成を
行おうとする際の技術的な
助言を行う

引き続き
実施

・要配慮者利用施設による
避難確保計画等の作成に
必要な防災気象情報の活
用等助言を行う

随時 ・会津西病院作成の避難計
画へ助言等の支援を実施。
・国、県と連携し、要配慮者
施設における避難計画策定
の推進を行う。

H28年度
から順次
実施

・要配慮者利用施設につい
て、説明会の実施やお知ら
せの送付などにより避難計
画策定の推進を行う。

H29年度
から実施

・要配慮者利用施設におけ
る計画策定の推進を行う。

H28年度
から実施

・要配慮者利用施設におけ
る計画策定の推進を行う。

H29年度
から実施

・要配慮者施設における避
難計画策定の推進を行う。

H28年度
以降検討

H28年度の取組

・県と同じ
・要配慮者利用施設の管理
者向け説明会実施

・要支援者避難対策地域連
携事業（避難行動要支援者
の個別計画策定促進）の実
施（会津美里町、下郷町）
・要配慮者利用施設の管理
者向け説明会を実施
（2/8,15）

要配慮者施設管理者説明
会へ講師を派遣し解説（県
内8箇所）

・病院や福祉施設等の要配
慮者施設に係る基礎データ
を収集

・要配慮者利用施設事業所
連絡会議時において、協力
要請

H29年度の取組

・要配慮者利用施設による
避難確保計画等の作成を
行おうとする際の技術的な
助言を行う。
・避難行動要支援者対策に
係る地区別会議において計
画作成方法等について説明
した。（1/19）

引き続き
実施

・避難確保計画等の作成推
進のため、要配慮者利用施
設への説明会開催や情報
提供を行う

・洪水浸水想定区域内の要
配慮者利用施設の見直しを
行った。
・避難行動要支援者対策に
係る地区別会議の視聴会
（テレビ会議）を開催。

・避難行動要支援者避難支
援連絡協議会を設置し関係
機関及び関係事業所へ避
難支援の協力要請

・すでに作成している要配
慮者利用施設における計画
の見直し。

・避難計画策定に必要な資
料等を提供する。

H29.8

H30年度の予定

自治体支援 ・要配慮者利用施設による
避難確保計画等の作成を
行おうとする際の技術的な
助言を行う。
・取組促進に向けた市町村
支援を行う。

引き続き
実施

・引き続き要配慮者利用施
設による避難確保計画等の
作成支援を行う

・要配慮者利用施設につい
て、お知らせの送付や必要
に応じて説明会を実施する
などして、避難計画策定の
推進を行う。

・各地区に避難支援連絡会
等の避難支援ネットワーク
を構築する。

・避難計画策定に必要な資
料等を提供し、策定を支援
する。

引き続き実施する。

②大規模工場等への浸水
リスクの説明と水害対策等
の啓発活動

12

・地域防災計画に定める大
規模工場等への浸水リスク
の説明や水害対策など技術
的な助言を行う

引き続き
実施

H28年度の取組
H29年度の取組
H30年度の予定
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会津若松市 会津坂下町喜多方市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
北陸地整 湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台

２．ソフト対策の主な取組　③社会経済活動を取り戻すための排水活動及び施設運用の強化

■救援・救助活動の効率化に関する取組

①大規模災害時の救援・救
助活動等支援のための拠
点等配置計画の検討を実
施

5,22

・広域支援拠点等の検討支
援

H28年度
から検討

・広域支援拠点等の検討支
援

H28年度
から実施

・広域支援拠点等の配置等
を検討。

H29年度
から検討

・広域支援拠点等の配置等
を検討

H29年度
から検討

・広域支援拠点等の配置等
を検討

H28年度
から検討

・広域支援拠点等の配置等
を検討
・平成28年6月16日には、町
内の企業2社と、水害等の
発生時に事務所や工場の２
階等を一時避難所とする
「災害時における施設の利
用等に関する協定書」を締
結した。今後も更に町内企
業との協定を進める。

・H29年
度から検
討
・H28年
度から実
施

新たな浸水想定区域に対
応した人員や物資の輸送・
供給計画の見直しを検討

H28年度
以降検討

H28年度の取組

・地域防災計画では、広域
陸上輸送拠点として会津総
合運動公園をしているほ
か、県倉庫協会と災害時応
援協定を締結し、民間倉庫
も活用できるようにしてい
る。

・地域防災計画書に陸上輸
送拠点として「はんげひがし
公園」を指定

・平成28年6月16日には、町
内の企業2社と、水害等の
発生時に事務所や工場の２
階等を一時避難所とする
「災害時における施設の利
用等に関する協定書」を締
結した。

H29年度の取組

・地域防災計画では、広域
陸上輸送拠点として会津総
合運動公園をしているほ
か、県倉庫協会と災害時応
援協定を締結し、民間倉庫
も活用できるようにしてい
る。

・広域支援拠点等の対象と
なる医療、輸送、調達機関
を選定

・新たな浸水想定区域に対
応した人員や物資の輸送・
供給計画の見直しを検討す
る

H29年度
から検討

H30年度の予定

・地域防災計画では、広域
陸上輸送拠点として会津総
合運動公園をしているほ
か、県倉庫協会と災害時応
援協定を締結し、民間倉庫
も活用できるようにしてい
る。

・広域支援拠点等の配置等
を検討。協定締結に取り組
む

・広域支援拠点等の配置等
を検討

・更に町内企業との協定を
進める。

・引き続き、検討する。

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

①大規模水害を想定した
阿賀川排水計画（案）の検
討を実施

22,23

・排水機場、樋門、排水路
等の情報を踏まえ排水ポン
プ車の適切な配置計画など
を検討

H28年度
から検討

・排水ポンプ車想定箇所リ
ストの整備

今後検討 ・国の排水ポンプ車の配置
計画の情報を確認・共有
し、適切な排水ポンプの設
置箇所の選定などを検討

H29年度
から検討

・排水施設等の情報を確
認・共有し、排水ポンプの設
置箇所の選定

H29年度
から検討

・排水ポンプの設置箇所の
選定

H28年度
から検討

・排水ポンプの設置箇所の
選定

H29年度
から検討

・排水施設等の情報を確
認・共有し、排水ポンプの
設置箇所の選定
・排水作業を委託できる機
関との協定の締結。

H28年度
から検討

H28年度の取組
・水防計画書に排水樋門等
の箇所を明示

・県、村、業者と協定を締結

H29年度の取組

・排水機場、樋門、排水路
等の情報を踏まえ排水ポン
プ車の適切な配置計画など
を検討

・排水ポンプ車配置計画の
情報を確認・共有

引き続き
毎年実施

・適切な排水ポンプの設置
箇所の選定に着手

・適切な排水ポンプの設置
箇所の選定に着手

・排水ポンプの設置箇所の
選定

・排水施設等の情報を確
認・共有し、排水ポンプの
設置箇所の選定

未実施

H30年度の予定

・引き続き実施 ・排水ポンプ車配置計画の
情報を確認・共有

引き続き
毎年実施

・適切な排水ポンプの設置
箇所の選定、確認

・排水ポンプの設置箇所の
選定

・排水ポンプの設置箇所の
選定

・排水施設等の情報を確
認・共有し、排水ポンプの
設置箇所の選定

②排水ポンプ車の出動要
請の連絡体制等を整備
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・毎年、出水期前に県・市町
村と連携して連絡体制の整
備を行い、情報共有を図
る。

引き続き
毎年実施

・連絡体制の確認 引き続き
毎年実施

・河川事務所の排水ポンプ
車出動要請について連絡体
制の確認を行う。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と連携を図り、
連絡体制の整備を行い毎
年確認する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と連携を図り、
連絡体制の整備を行い毎
年確認する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と連携を図り、
連絡体制の整備を行い毎
年確認する。

引き続き
毎年実施

・排水ポンプ車出動要請の
連絡体制の確認を行う

H28年度
から検討

H28年度の取組

・年度当初に連絡体制の確
認

・年度当初に連絡体制の確
認

・県、村、建設関連業種組
合と協定を締結

H29年度の取組

・年度当初に連絡体制の確
認

・年度当初に連絡体制の確
認

引き続き
毎年実施

・河川事務所の排水ポンプ
車出動要請について連絡体
制の確認を行う。

・総合防災訓練で要請検
討中

・河川管理者と連携を図り、
連絡体制の整備を行い確
認する。

H30年度の予定

・年度当初に連絡体制の確
認

・年度当初に連絡体制の確
認

引き続き
毎年実施

・河川事務所との連絡体制
の確認を行う。

・慶徳 山﨑地区の樋門閉
鎖時の水位の確認を行う。
・排水ポンプ車の状況を確
認するため、河川事務所と
の情報共有を図る。

河川事務所との連絡体制
を確認し、迅速な出動態
勢の整備に努める。

・河川管理者と連携を図り、
連絡体制の整備を行い確
認する。



阿賀川大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組　10／10

会津若松市 会津坂下町喜多方市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
北陸地整 湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台

③関係機関が連携した排
水実働訓練の実施
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・実践的な操作訓練や排水
計画に基づく排水訓練の検
討及び実施
・水防管理団体が行う水防
訓練等への参加

・H28年
度から実
施
・引き続
き毎年実
施

・排水ポンプ車の実働訓練
の実施

今後検討 ・水防訓練と合同で実施 引き続き
毎年実施

・水防訓練と合同で実施を
検討
・河川管理者が行う定期的
な操作訓練に参加

引き続き
毎年実施

・水防訓練と合同で実施を
検討
・河川管理者が行う定期的
な操作訓練に参加

引き続き
毎年実施

・水防訓練と合同で実施を
検討
・河川管理者が行う定期的
な操作訓練に参加

引き続き
毎年実施

・水防訓練と合同で実施 H28年度
から実施

H28年度の取組

・福島県水防訓練で実施
（国交省で実施）
・水防連絡会として実施（北
会津管内5/31,塩川管内
6/17）

・福島県水防訓練で実施
（国交省で実施）

・県水防訓練に参加（排水
訓練あり）

６月 ・水防連絡会として参加
（6/17）

・訓練参加 ・水防連絡会として参加
（5/31）
・河川管理者が行う定期的
な操作訓練に参加

H29年度の取組

阿賀川水防連絡会水防訓
練の中で排水訓練を実施
（5/30）

・訓練への参加 引き続き
毎年実施

・水防訓練と合同で実施 ・訓練参加予定 ・阿賀川水防訓練に参加
（5/30）

5月 ・水防訓練と合同で実施 未実施

H30年度の予定

・各出張所で関係機関と合
同で排水訓練を実施予定

・訓練への参加 引き続き
毎年実施

・水防訓練と合同で実施 ・訓練参加 ・河川管理者が行う定期的
な操作訓練に参加

・水防訓練と合同で実施




